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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の無線通信手段を有し、
　前記各無線通信手段により受信される信号の受信状況に基づいて、前記複数の無線通信
手段のうち、指向性が付けられる向きに電波を送出することのできる無線通信手段の組み
合わせを選択する無線通信装置において、
　選択されるときの無線通信手段の呼に係る指向性を持った信号と、選択されない無線通
信手段の他の呼に係る信号とを同時に送信できるよう前記組み合わせの無線通信手段を選
択することにより、複数の呼に係る信号を送信する、ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項２】
　１つの呼に係る信号を送信する際のタイムスロットを、他の呼に係る信号を送信する際
のタイムスロットと異ならせる手段を含む、ことを特徴とする請求項１に記載の無線通信
装置。
【請求項３】
　複数の無線通信手段を有する無線通信装置における信号送信方法であって、
　前記各無線通信手段により受信される信号の受信状況に基づいて、前記複数の無線通信
手段のうち、指向性が付けられる向きに電波を送出することのできる無線通信手段の組み
合わせを選択し、
　選択されるときの無線通信手段の呼に係る指向性を持った信号と、選択されない無線通
信手段の他の呼に係る信号とを同時に送信できるよう前記組み合わせの無線通信手段を選
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択することにより、複数の呼に係る信号を送信する、ことを特徴とする信号送信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は無線通信装置、信号送信方法及びプログラムに関し、特に無線通信装置におけ
る無線チャネルの収容数を増加させることに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、アダプティブアレイアンテナ方式を使用する無線通信装置においては、アダプテ
ィブアレイアンテナを構成する各アンテナにおいて同一の信号を受信することにより到来
する電波の発信源の位置を特定し、また該各アンテナから送信電力及び位相に重みをつけ
て送信することにより、該位置を特定された発信源に対して指向性を保ちながら送信を行
っている。このようにすると、同一の周波数を使用して、同時に複数の無線通信装置と通
信を行うことが可能になる（空間分割多重方式）。例えば特許文献１には、アレイアンテ
ナを制御する方法についての技術が開示されている。
【特許文献１】特開２００３－１３４０１８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記従来の方式では、アダプティブアレイアンテナは複数のアンテナにより構成され、
全てのアンテナは常に同一の信号の送受信を行うこととなる。しかしながら、実際には全
てのアンテナを使用しなくとも指向性を出せる場合があったにも関わらず、全てのアンテ
ナを使用していたので、アンテナの利用効率が悪くなっていた。
【０００４】
　本発明は上記課題に鑑みてなされたものであって、アンテナを効率よく利用することを
可能にする無線通信装置、信号送信方法及びプログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するための本発明に係る無線通信装置は、複数の無線通信手段を有し、
前記各無線通信手段により受信される信号の受信状況に基づいて、前記複数の無線通信手
段のうち少なくとも一部の無線通信手段を選択する無線通信装置において、呼ごとに前記
複数の無線通信手段のうち一部を選択することにより、複数の呼に係る信号を送信する、
ことを特徴とする。
【０００６】
　このようにすることにより、受信される信号の受信状況に基づいて複数の無線通信手段
のうち一部の無線通信手段を選択することができるので、他の無線通信手段を別の通信の
ために使用することができ、アンテナを効率よく利用することが可能になる。
【０００７】
　また、上記無線通信装置において、前記各無線通信手段により受信される信号の受信状
況に基づいて、前記無線通信手段ごとの重み係数を算出する受信重み係数算出手段、をさ
らに含み、前記無線通信手段選択手段は、前記受信重み係数算出手段により算出される重
み係数に基づいて、前記複数の無線通信手段のうち一部の無線通信手段を選択する、こと
としてもよい。
【０００８】
　また、上記無線通信装置において、前記無線通信手段選択手段は、通信相手となる無線
通信装置の存在する向きに指向性を持つよう、前記無線通信手段のうち少なくとも１の無
線通信手段を選択する、こととしてもよい。
【０００９】
　また、上記無線通信装置において、前記無線通信手段は、複数の無線受信要素を含み、
各無線受信要素において、それぞれ異なる周波数の信号を受信することとしてもよい。
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【００１０】
　また、本発明に係る信号送信方法は、複数の無線通信手段を有する無線通信装置におけ
る信号送信方法であって、前記各無線通信手段により受信される信号の受信状況に基づい
て、前記複数の無線通信手段のうち少なくとも一部の無線通信手段を選択し、呼ごとに前
記複数の無線通信手段のうち一部を選択することにより、複数の呼に係る信号を送信する
、ことを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明に係るプログラムは、複数の無線通信手段のそれぞれにより受信される信
号の受信状況に基づいて、前記複数の無線通信手段のうち少なくとも一部の無線通信手段
を選択し、呼ごとに前記複数の無線通信手段のうち一部を選択することにより、複数の呼
に係る信号を送信するよう、コンピュータを機能させることを特徴とする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００１３】
　本実施の形態に係る移動体通信システム１は、図１に示すように、基地局装置２と、移
動局装置３と、通信ネットワーク４とを含んで構成されている。基地局装置２は、通常複
数の移動局装置３と通信を行う。
【００１４】
　基地局装置２は、図２に示すように、制御部２１と、記憶部２２と、無線通信部２３と
、ネットワークインターフェイス部２４とを含んで構成されている。制御部２１は、基地
局装置２の各部を制御し、通話やデータ通信に関わる処理を実行している。記憶部２２は
、制御部２１のワークメモリとして動作する。また、この記憶部２２は、制御部２１によ
って行われる各種処理に関わるプログラムやパラメータを保持しており、本発明に係るプ
ログラムも記憶している。無線通信部２３は、空中線及び検波装置を備え、少なくとも１
の移動局装置３からの音声信号や通信用パケット等をそれぞれ受信して復調し、制御部２
１に出力したり、制御部２１から入力される指示に従って、制御部２１から入力される音
声信号や通信用パケット等を変調して空中線を介して出力したり、といった処理を行う。
ネットワークインターフェイス部２４は、通信ネットワーク４と接続されており、通信ネ
ットワーク４からの音声信号や通信用パケット等を受信して制御部２１に出力したり、制
御部２１の指示に従って音声信号や通信用パケット等を通信ネットワーク４に対して送信
したりする。
【００１５】
　移動局装置３は、図３に示すように、制御部３１と、記憶部３２と、無線通信部３３と
を含んで構成されている。制御部３１は、移動局装置３の各部を制御し、通話やデータ通
信に関わる処理を実行している。記憶部３２は、制御部３１のワークメモリとして動作す
る。また、この記憶部３２は、制御部３１によって行われる各種処理に関わるプログラム
やパラメータを保持しており、本発明に係るプログラムも記憶している。無線通信部３３
は、空中線及び検波装置を備え、制御部３１から入力される指示に従って、音声信号や通
信用パケット等を変調して空中線を介して出力したり、空中線に到来する音声信号や通信
用パケット等を受信して復調し、制御部３１に出力したり、といった処理を行う。
【００１６】
　図４は本実施の形態に係る基地局装置２の機能ブロック図である。同図に示すように、
基地局装置２は、機能的には信号処理部４０、無線部選択部４１、受信アンテナ重み算出
部４２、指向性算出部４３、複数の無線部４４を含んで構成される。
【００１７】
　複数の無線部４４は、無線通信部２３によって実現され、従来公知のアダプティブアレ
イアンテナを構成する。各無線部４４は、それぞれに備えられる空中線に到来する、移動
局装置３からの電波を受信することにより受信信号を取得し、該信号を信号処理部４０に
出力する。信号処理部４０は、入力される受信信号を復調／復号して、制御部２１に出力
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する。また、信号処理部４０は、制御部２１から入力される移動局装置３への送信信号を
無線部選択部４１に対して出力する。
【００１８】
　受信アンテナ重み算出部４２は、各無線部４４に備えられる空中線で受信される信号に
基づいて、各アンテナに対応する受信重み係数を算出する。そして該受信重み係数を指向
性算出部４３に対して出力する。
【００１９】
　指向性算出部４３は、上記重み係数に基づいて、基地局装置２から移動局装置３に対し
て信号を送信する際の指向性データを算出する。具体的には、上記重み係数に基づいて、
信号を送信する際のアンテナごとの送信重み係数を算出し、信号を送信する際には、該送
信重み係数に基づいてアンテナごとの送信電力に重みをつけたり、送信信号の位相を変え
たりすることにより、指向性を持った電磁波にて信号を送信することができる。この送信
重み係数を指向性データとすることができる。指向性算出部４３は、算出した指向性デー
タを無線部選択部４１に対して出力する。このとき、受信重み係数を算出する際に用いた
受信信号が含まれる呼を示す呼データと指向性データとを対応付けて出力する。
【００２０】
　無線部選択部４１は、信号処理部４０から入力される送信信号を取得する。この送信信
号にも上記呼データが対応づけられる。また、指向性算出部４３から入力される指向性デ
ータであって、上記呼データで該送信信号と対応付けられる指向性データを取得する。そ
して、該指向性データに基づいて、複数の無線部４４から一部の無線部４４を選択するこ
とにより、無線部４４を選択する。この処理について、以下に詳述する。
【００２１】
　図５は、一部の無線部４４のみを使用して電波を送信する場合の指向性についての説明
図である。同図では、ｘ軸とｙ軸上に、それぞれ原点を挟んで等間隔に空中線を備えた４
つの無線部４４が配置されている場合について説明する。
【００２２】
　ｘ軸上に配置される無線部４４－２と、無線部４４－４とを使用して指向性を作る場合
、その指向性はｘ軸上に限られる。図５ではこのときに送出される電磁波の到達領域の例
をエリア５１－３として示す。同様に、選択される無線部４４により、指向性を作ること
のできる方向はそれぞれ異なり、例えばエリア５１－１、エリア５１－２、エリア５１－
４のような指向性となる。このように、無線部４４の一部のみを選択して指向性を作る際
には、指向性を作ることのできる方向が限定される。さらに具体的には、４つの無線部４
４のうち２の無線部４４を使用する場合には４５°間隔で８つの向きに指向性を作ること
ができ、１６個の無線部４４のうち２の無線部４４を使用する場合には１１．２５°間隔
で３２の向きに指向性を作ることができ、３２個の無線部４４のうち２の無線部４４を使
用する場合には５．６２５°間隔で６４の向きに指向性を作ることができる。
【００２３】
　無線部選択部４１は、指向性データが示す指向性、すなわち送信重み係数によって指向
性が付けられる向きを算出し、該向きに指向性を作ることのできる無線部４４の組み合わ
せを選択する。このとき選択される無線部４４の数は１や２であってもよいし、全ての無
線部４４であってもよいが、少なくとも指向性データが示す指向性が付けられる向きに電
波を送出することのできる組み合わせを選択する。
【００２４】
　そして無線部選択部４１は、選択した無線部４４に対し、信号処理部４０から入力され
る送信信号であって、指向性データと対応付けられる呼データと対応付けられる送信信号
を出力する。そして無線部４４は、無線部選択部４１から入力される該送信信号を、空中
線を介して無線区間に送出する。このようにして、選択された無線部４４により指向性を
持った電磁波を送出することができる。
【００２５】
　なお、無線部４４は、空中線に到来する電磁波を受信する時に、複数の周波数の電磁波
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を同時に受信できるように構成される。具体的には、図６に示すように、無線部４４に含
まれる受信部はアンテナからの信号を分岐して、それぞれ異なる発振部５６からの搬送波
を乗算器５５において乗算することにより、１つのアンテナで複数の周波数の信号を受信
できるようにしている。このように、１つのアンテナにより複数の周波数の信号を受信で
きるようにしているので、アダプティブアレイを構成する複数の無線部４４（無線部４４
群）においてそれぞれ複数の呼を同時に受信することができる。
【００２６】
　さらに本実施の形態においては、送信時に複数の無線部４４のうち一部の無線部４４が
選択され、ある呼に係る信号が該選択された無線部４４において送信される場合に、残る
無線部４４において他の呼に係る信号を送信できるようにしているので、無線部４４群で
複数の呼を同時に処理することができる。すなわち、呼ごとに複数の無線部４４のうち一
部を選択することにより、該選択された無線部４４が重複しない限り、無線部４４群にお
いて複数の呼に係る信号を同時に送信することができるようにしているとともに、上述の
ように無線部４４群を構成する無線部４４においてそれぞれ複数の呼を同時に受信できる
。このようにすることにより、複数の送信及び複数の受信、すなわち複数の呼をそれぞれ
無線部４４群で同時に処理できるようにしている。
【００２７】
　また、複数の呼を同時に処理する際には、異なる無線部４４により指向性を付けること
のできる位置にそれぞれの呼に係る移動局装置３が存在する必要がある。このため移動局
装置３があまり移動しないことが期待できる場合には、制御部２１は、通信開始時におい
て、現在通信中の呼と同時に処理を行う対象とする呼であるか否かについて判断し、同時
に処理を行う対象とする呼であると判断する場合には上述のように無線部４４を選択する
処理を行い、同時に処理を行う対象とする呼であると判断しない場合には、該現在通信中
の呼と異なるタイムスロットを使用して通信を行うようにすることができる。
【００２８】
　以上の処理について、基地局装置２の処理のフロー図を参照しながら、より詳細に説明
する。図７は本実施の形態に係る基地局装置２における処理フロー図である。まず、受信
に関しては、アダプティブアレイを構成する全てのアンテナで受信する（Ｓ１００）。こ
れを実現するために無線部４４は同時に複数の周波数の信号を受信できるように構成され
る。そして、受信アンテナ重みを算出する（Ｓ１０２）。そして受信アンテナ重みに基づ
いて指向性を算出する（Ｓ１０４）。すなわち、移動局装置３が存在している向きを受信
アンテナ重みに基づいて算出し、該向きを指向性データとする。そして、指向性データに
基づいて送信に使用する無線部４４を選択する（Ｓ１０６）。そして、送信信号を該選択
された無線部４４から無線区間に送出する（Ｓ１０８）。
【００２９】
　このようにすることにより、指向性を保つために必要な無線部４４のみを使用して送信
信号を送信することができるので、アンテナを効率よく利用することが可能になる。さら
に受信時には、無線部４４が同時に複数の周波数の信号を受信するので、アダプティブア
レイを構成するアンテナを同時に複数の呼のために使用することができ、アンテナをさら
に効率よく利用することができる。
【００３０】
　なお、本発明は上記実施の形態に限定されるものではない。すなわち、上記実施の形態
では移動体通信システムの基地局装置に本発明を適用した場合について説明したが、複数
の空中線を有する無線通信装置であれば、どのような無線通信装置にも適用することがで
き、空中線を効率的に使用することができる。また、上記実施の形態では、発振部５６は
搬送波を生成して無線部４４に入力した（ダイレクトコンバージョン方式）が、スーパー
へテロダイン方式における中間周波数に変換するための周波数の発振信号を入力すること
としてもよい。このようにすれば、検波方式としてスーパーへテロダイン方式を採用する
場合にも本発明を適用することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００３１】
【図１】本発明の実施の形態に係る移動体通信システムの構成図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る基地局装置のハードウェア構成図である。
【図３】本発明の実施の形態に係る移動局装置のハードウェア構成図である。
【図４】本発明の実施の形態に係る基地局装置の機能ブロック図である。
【図５】本発明の実施の形態に係る指向性についての説明図である。
【図６】本発明の実施の形態に係る無線部のハードウェア構成図である。
【図７】本発明の実施の形態に係る基地局装置の処理フロー図である。
【符号の説明】
【００３２】
　１　移動体通信システム、２　基地局装置、３　移動局装置、４　通信ネットワーク、
２１，３１　制御部、２２，３２　記憶部、２３，３３　無線通信部、２４　ネットワー
クインターフェイス部、４０　信号処理部、４１　無線部選択部、４２　受信アンテナ重
み算出部、４３　指向性算出部、４４　無線部、５５　乗算器、５６　発振部。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】
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